
No.3-2

事業名
個別事業名

（必要に応じて記入）

相談支援事業所「なの花」による

児童支援利用計画の作成

部課名

事業期間 開始年度 完了予定年度 継続

事業目的

事業内容

実施上の課

題と対応

単位 令和元年度実績 令和2年度見込み 令和3年度見込み

千円 68 186 186

研修旅費 千円 0 9 9

消耗品費 千円 5 5 5

燃料費 千円 39 67 67

駐車場使用料 千円 2 5 5

修繕料 千円 6 30 30

手数料 千円 16 37 37

自動車損害保険 千円 26 26

自動車重量税 千円 7 7

千円

千円

千円

千円 13,433 15,105 15,105

正職員・再任用職員 千円 9,680 9,570 9,570

会計年度任用職員 千円 5,535 5,535

嘱託職員 千円 3,753

臨時職員 千円 0

千円 13,501 15,291 15,291

千円 13,501 15,291 15,291

国・県支出金 千円

地方債 千円

その他特財 千円 7,387 7,830 7,830

一般財源 千円 6,114 7,461 7,461

単位 令和元年度実績 令和2年度見込み 令和3年度見込み

児童支援利用計画の作成数 件 423 448 448

給付費収入 千円 7,387 7,830 7,830

支援の必要な子供やその家族に対して、継続的及び計画的にサービスを利用できるよう児童支援利用計画の作成、サービス調整を行

う。

児童または児童の家庭からの相談に応じ、基本相談支援を行う。

児童支援利用計画が適切であるかどうかモニタリングをして、変更や見直しを行う。

事業シート（概要報告書）

相談支援事業所の運営

子ども部　子ども相談課　こども発達センター

平成２５年度

計画的なサービス利用を行うため、児童支援利用計画の作成・事業所や関係機関とのサービス調整などを行う。

指標名

相談支援事業所「なの花」は、児童発達支援センターの指定を受けるための必須事業です。児童発達支援センターは、地域の療育の

中核的役割を担う機能を持つ施設の事です。国が、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上設置するようにと示し

ているため、こども発達センターが、児童発達支援センターの指定を受け続ける必要があります。

相談支援事業所「なの花」は、計画作成者が増えており、３人の相談支援専門員で担うことが困難になりつつあります。また、国か

らの指針により、地域の医療的ケア児への支援の向上が示されており、医療的ケア児等コーディネーターの配置や協議会の設置など

業務が増加していくことが予想されます。

費用

事業費

内訳

人件費

内訳

財源

内訳

事業実績

総事業費（事業費＋人件費）


